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2B18 最近の本格的な 産学連携に対する 一考察 

0 西尾灯 司 ( 富士通総 W) 

1. 背景 

(1) 最近の産学連携の 変化 1 

企業が大学へ 提供する研究開発費は・ 平成 10 

年以降増加している ( 図 1) 。 企業の大学への 資 

金提供方法 ( 奨学寄附金や 共同研究、 受託研究 ) 

について、 国立大学のデータから 把握する。 奨学 

寄附金は平成 3 年度以降減少傾向にあ る ( 図 2 : 

平成 12 年度以降のデータは 非公開 ) 。 また・共 

同研究の件数は 増加し、 企業からの受託研究費も 

最近増加している。 さらに寄附講座・ 研究部門の 

数は増加し ( 図 3) 、 企業と大学が 独自に複数年 

で、 年間数千万円 - 致億円の規模の 本格的な連携 

( 表 1) が行われるようになった。 
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図 1  企業から提供された 研究費 ( 億円 ) 
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図 2  寄附会と民間の 受託研究費 ( 国立大学 ) 

図 3  寄附講座・研究部門の 推移 

(2) 研究の目的 

(1) から企業は大学との 連携に双向きになり、 

寄附金から研究契約による 明確な連携へ 転換し 

つつあ る。 特に、 独自の包括的な 連携・共同研究 

等の、 これまで見られなかった 本格的な連携が 行 

われるよ う になってきた。 しかし、 日本では本格 

的な連携は緒についたばかりであ り、 連携のマネ 、 
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ジメント や 成果の取扱い、 連携の内容 ( 研究・ 教 

育 ) など課題も多く 残されている。 本稿では・本 

格的な連携のパターンを 整理し、 研究協力に至っ 

た事例を整理し、 最後に我が国で 本格的な連携が 

発展していくための 留意点を検討する。 

3. 本格的な産学連携とほ 

(1) 包括的研究協力 

従来個別の研究テーマで 研究協力 ( 共同研究や 

受託研究 ) していたものを、 あ る技術分野につい 

て研究協力を 進めるもの。 連携する技術分野を 決 

めた後に、 学内公募などで 具体的なプロジェクト 

を決定することが 多い。 資金規模も大きくなり、 

複数年が多い。 学内で複数の 部局が参加するもの 

もあ る。 報道されている 例では材料系のものが 多 

い 。 

技術分野 A   
  

図 4  包括的研究協力 

(2) 包括的連携 

従来は個別の 方法 ( 共同研究、 受託研究、 受託 

研究員 等 ) で連携していたものを、 研究協力や技 

術交流、 人材交流、 教育等の複数の 方法を組み合 

わせて連携を 進めるもの。 

包括的連携 
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図 5  包括的連携 

(3) 包括的協定 

包括的研究協力や 包括的連携を 目的に、 大学と 

企業が話し合いな 始めるために 締結する協定 ( 協 

力協定、 連携推進契約等 ) 。 協定には、 大学の部 

局長タラスと 企業の研究開発担当役員がサイン 

をすることが 多い。 前の 2 つと異なり、 具体的な 

契約には至っていない。 
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図 6  本格的な産学連携の 種類 

4. 包括的な研究協力 ( 共同研究 ) の事例 

4 一 1  京都大学と姉菱化学等 5 社 2 

(1) 概要 

京都大学と姉菱化学、 NTT 、 パイオニア、 ロ 

ーム、 日立 5 社との間で 2002 年から有機デバイ 

ス材料に関して 3 年間、 年間 2.5 億円の共同研究 

を 実施している。 2002 年度は 15 のプロジェクト 

を実施している。 

(2) 経緯 

二 % 化学が京 柿大 に共同研究を 提案 ( 仮数 企 圭の手加が条件 ) 

三正化学 と 京大が甘 加 土圭を探し． 井加企 栗を決定 

守秘 笘務 契約を締結し． 技街領 杖を検封・決定 

  

京都大内で研究テーマの 公募・採択     
  

"""""" 締結 "" 。 。 " 。 '" 施 
  

(3) マネジメント 方法 

参加企業は京都大学の 国際融合創造センター 

(nIo) 内に融合室を 作り、 融合室に室長と 副 室 

長を置き・室長は 京都大学、 副室長は企業から 出 

す。 その下に戦略委員会、 推進委員会を 設置して 

いる 3 。 プロジェクトの 決定方法は、 実際の研究 

テーマは 2002 年の 4 月に学内で・ナノテクノロ 
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、 ジニ 有機系および 有機・無機複合新材料、 次世 

代デバイス、 新規プロセス 等をキーワードとして 

公募し、 企業の意見を 聞いて決定した。 研究は、 

基礎的知見を 活かした新材料や 新デバイスの 研 

究 開発及びその 製造に関するプロジェクト 研究 

( 期間 3 年間程度 ) 、 新しい発想を 試行研究する 萌 

芽的・探索的基礎研究 ( 期間 1 年間程度 ) の 2 ％ に 

分けて募集した。 各プロジェクトは、 大学から 研 

先代表者と研究協力者、 仝 業 各社から代表者であ 

るコーディネータ と インダストリーリサーチパ 

ートナーを出す。 コーディネータが 研究代表者の 

窓ロとなる。 

(4) 研究成果の取扱い 

共同研究の成果の 権 利は国と参加企業との 共 

有とし、 管理のコーディネートは 京大 IIC が担当 

するが、 先行技術調査や 研究成果の特許出願は 、 

参加企業の知的財産部門の 協力を得て実施する。 

守秘義務に関しては、 IIC にて秘密保持運用マニ 

ュアルを参加し、 参加する教員に 配布している。 

4 一 2  九州大学と大日本インキ 化学工業 4 

(1) 概要 

九州大学高分子機能創造リサーチコアに 属す 

る工学研究院、 農学研究院、 総合理工学研究院、 

機能物質科学研究所の 教官 7 名が参加して、 兆機 

龍佳材料について 5 つの共同研究プロジェクト 

を 2003 年から実施している。 

(2) 経緯 

大日本インキ 化学が全ロ の 有力 TLo へ 犬羊との共同研究を 募集 

TLO ・ t:<P@@@S@t@   @@6L                         

九州大学内で 検付し、 偲 Ⅰ 型 共同研究を逆 牡乗 

大日本インキ 化学 と 九州大半で研究領域・プロジェ ウト の 検甘 

共同研究 契杓窩轄 ，プロジェクト 実施 

(3) マネジメント 方法 

運営は、 九州大学総長特別補佐 ( 産学連携担当 ) 、 

大日本インキ 化学工業の技術・ R&D 部門担当役 

員、 両者の研究代表者と 産学連携担当者から 構成 

される連携協議会が 行 う 。 

目標とする成果やスケジュールなどを 含む研 

究計画は、 両者の研究担当者が 共同で作成し 連携 

協議会に提出する。 連携協議会で 検討を行い、 場 

合によっては 新たなコンセプトを 導入するなど 

の必要な修正を 加えて決定する。 

(4) 研究成果の取扱い 

共同研究契約を 締結しているので、 貢献度に応 

じて持分が決定され、 共有となる。 連携協議会で 

特許の方針について 決めている。 

5. 今後の本格的な 産学連携に向けて 

(1) メリット 

これまでは教員と 企業研究者が 連携テーマを 

決めていたため、 企業にとって 重要な研究を 大学 

と連携して進めるものとはなりにくかった。 企業 

の 重要な研究を 大学と連携して 進めるためには、 

大学の様々な 分野の教員が 参加し、 様々な方法で 

連携することが 効果的であ る。 連携の成功のため 

には、 大学と企業の 複数の関係者が 参加して連携 

内容を詰めることが 求められる。 そこでは企業の 

重要な研究開発領域やテーマ 等の情報を提供し 

て検討しなければならず、 秘密保持契約の 締結が 

必要となる。 包括的協定は、 この検討を開始する 

ためのものと 位置付けられる。 この協定は、 大学 

( 学長や研究科長等 ) と企業 ( 研究開発担当役員 ) 

の トップ同士のサインにより 契約が締結される 

ことから、 大学及び企業が 双方で組織的に 対応す 

ることをそれぞれの 組織内に明確することにな 

る。 さらに大学内では 契約先仝 業 との連携にっ い 

ての学内での 事務手続きの 効率化が期待できる。 

(2) 大学・企業側の 課題 

本格的な連携を 進めるためには、 雛型をべ ー ス 

とした契約では 対応できず、 大学として仝 業 との 

契約のドラフティンバや 交渉能力を持たねばな 

らない。 大学として学内の 調整を行い、 企業に対 

応しなければならなくなる。 

企業では、 大学への情報提供については、 大学 

の秘密保持能力に 疑問があ ることから、 ニの 足を 

踏むケースも 出てくる。 この研究領域やテーマを 
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検討する場は、 企業に必要とする 研究領域や情報 

を提供するだけでなく、 教員と議論を 行 う ことに 

より、 企業の研究開発戦略にも 影響を与える 重要 

な場ともなることから 企業の意識改革も 求めら 

れる。 

(3) マネ 、 ジメント方法 

米国では・大規模な 産学連携の場合には、 ①連 

携プロバラムの 方向性を検討し 意思決定の場と 

②連携プロバラムを 運営し、 個々の研究テーマを 

決定し 、 日々の課題を 解決する場の 2 つの場を設 

遣 することが多い。 これらの場は 、 多くが委員会 

形式を採用している。 委員会形式は 素早い対応が 

できないという 短所があ るが・双方でコンセンサ 

スを形成する 場としては適していると い えよ う 。 

4 に挙げた 2 つの例でも大学・ 企業双方が参加す 

る 委員会を設置し 運営している。 

(4) 研究成果の取扱い 

日本でほ通常大学の 研究者と企業の 研究者が 

共同で発明をした 場合には、 企業と大学 ( 国立大 

学 : 国 、 公立大学 : 地方自治体 ) または企業と 大 

学の研究者の 共有となる。 大学に不満があ るのは、 

日本では共有特許は 権 利者が各々独自に 実施で 

きるため・企業は 大学に許可を 得ず、 ロイヤルテ 

ィを支払うことなく 実施することができる 点で 

あ る。 なぜなら大学は 、 自らが実施をして 収入を 

あ げることは出来ず、 特許の出願・ 維持費も持分 

に応じて支払う 必要があ る場合に不満が 生じる。 

この点については、 企業も大学の 立場に配慮する 

ことが望ましいが、 交渉で解決すべきことであ り   

研究契約の時点で 明確にすべきであ る。 

(5) 包括的連携における 課題 

① 技術交流や人材交流 

国立大学において 包括的連携契約を 締結した 

ケースは少数であ るが、 包括的連携のための 協定 

を 締結したケースでは、 技術交流や人材交流が 含 

まれている。 企業の研究開発に 関する意見交換、 

企業研究者の 大学での技術指導等が 該当すると 

思われるが、 内容は必ずしも 明確とは言えない。 

この点は、 教員の個人的な 兼業活動と重なる 部分 

が 多く、 知的財産権 の帰属や利益 相 反の問題とな 

る可能性もあ るので、 契約や協定で 交流内容・交 

流から生まれた 成果の帰属等を 明確にすべきで 

あ る。 

② 教育 

連携の中には、 研究だけでなくインターンシッ 

プや MOT などの教育も 含まれるケースも 見ら 

れる。 企業ニーズを 踏まえた企業従業員向け 研修 

は有用であ る。 一方で学生のインターンシップは、 

就職の補助手段でもあ り、 特定企業との 間でイン 

ターンシップ 契約を結んだ 場合に、 教員が連携プ 

ログラムに参加している 研究室の学生は 、 他の企 

業へのインターンシップや 就職で問題が 起こる 

懸念が生じる。 学生の教育に 対する配慮が 求めら 

れる。 

③ 他の企業の大学に 対するアクセス 

包括的連携の 対象となる技術分野について、 そ 

の大学に対して 他の企業のアクセスが 制限され 

るという懸念もあ る。 現在は大学と 本格的な連携 

を希望する企業が 少ないことから 個別に対応し 

なければならないが、 連携企業数が 増えた場合に 

は、 大学としてリ エ ゾンプロバラムを 整備した方 

が良いと思われる。 
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